
 

 

 

2014 年 8 月 7 日 

 

短期間でデータを経営資源化させるデータ基盤ツールの開発を行う 
アグラ株式会社への出資を決定 

 
株式会社産業革新機構（以下「INCJ」）（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：

能見公一）は、インフォメーション・ベストプラクティス*を活用したデータの仮想統

合を実現する基盤ツール「AGRA」の開発・コンサルティングを行うアグラ株式会社

（以下「アグラ」）（本社：東京都新宿区、代表取締役：丹下博）の第三者割当増資を

引き受け、同社の今後の成長資金として 6 億円を上限とする投資を行うことを決定し

ました。また、アグラは、新規投資家、事業者に対しても第三者割当増資を実施する

予定です。 
*インフォメーション・ベストプラクティス：企業が保有する様々なデータを最適に経営資源化する為のデータモデル 

 

昨今、企業のグローバル拠点化と M&A の活発化に伴い、意思決定迅速化の要請や

社内統合ビックデータの活用等の重要性が急増しています。さらにインターネット技

術の進歩による企業を取り巻くデータの増大、個別企業を超えたデータ連携へのニー

ズの高まり等を背景として、企業が内外に保有するデータを迅速かつ横断的に把握・

分析する要請が急激に高まっています。 

このニーズに対し、従来は 2～3 年という長い期間と多額のコストを掛けて大規模

なデータ統合を行うことが一般的でしたが、新しい業務フローの強制による非効率化、

データの二重管理の発生といった問題が存在していました。そのため、データの仮想

統合が新たな解決策として浮上しましたが、従来の製品には、実データの悉皆的な調

査、設計書の確認、エラー処理を伴う非効率なプログラミングといったプロセスが求

められるといった課題がありました。 

 

アグラは業種別／ソリューション別にインフォメーション・ベストプラクティスを

提供し、自社開発したデータ統合ツール「AGRA」で実際のデータベース、エクセル

のデータとマッピングをすることで、短期間・低コストでデータを仮想的に統合でき、

「データの使える化」を実現します。またアグラは、ビジネスデータをオントロジー

*することにより体系化したモデルを用いて、企業内のバラバラのデータを連関させ

るマッピング特許を保有しています。既に「AGRA」は、大手製造業、流通サービス

等におけるデータ統合の導入実績を持ち、同時に国内大手システムインテグレーター

の自社 ERP ソリューションへの導入やデータ移行検証ツールとしての活用も進んで

います。 
*オントロジー： 人とコンピュータや人と人が相互に理解できるデータ形式 

 



 

今後、アグラは大手システムインテグレータ等とより一層のインフォメーションベ

ストプラクティスの拡充とデータ統合に係る製品、インテグレーションの販売、開発

を推進していきます。 

 

INCJ は、アグラに対して成長資金を提供するとともに、社外取締役の派遣等を通

じた経営面でのサポートを行います。本投資を通じて、INCJ は日本発の基盤ソフト

ウェアの創出を図り、既存の企業システムの枠にとらわれない経営情報資源活用や、

企業間データの短期統合による企業再編・統廃合等を促進し、ひいては産業構造変革

の促進に努めてまいります。 

 

アグラ株式会社について 

設立   2008 年 3 月 

事業内容  経営情報基盤ツール「AGRA」の開発、販売 

本社所在地  東京都新宿区新宿 1-2-8 

代表取締役   丹下 博（たんげ ひろし） 

ホームページ         http://www.agra-japan.com/ 

 

 

株式会社産業革新機構（INCJ）について 

INCJ は、2009 年 7 月にオープンイノベーションの推進を通じた次世代産業の育成

を目指して、法律に基づき設立された会社です。総額約 2 兆円の投資能力を有して

おり、革新性を有する事業に対し出資等を行うことで産業革新を支援することをミッ

ションとしています。 

INCJ は、投資・技術・経営等で多様な経験をもつ民間人材によって運営されており、

法令に基づき、当社内に設置している産業革新委員会にて、政府の定める支援基準に

従って投資の可否の判断を行い、日本の産業革新に資する投資を実施いたします。 

INCJ では、これまでに合計 73 件・総額約 7,500 億円の投資決定を発表しました。当

面、環境エネルギーにも関連するエレクトロニクスや IT の分野、バイオ・ライフサ

イエンス分野、水ビジネス等インフラ関連分野などにおいて、知財ファンドによる先

端的な基礎技術の事業展開、ベンチャー企業等の事業拡大、技術等を核とした事業の

再編・統合、海外企業の買収等による積極的な海外展開などに対してハンズオン投資

を行ってまいります。 

                      

 

 

 

（本発表資料のお問い合わせ先） 

（株）産業革新機構 企画調整室 津野・畑 

東京都千代田区丸の内１－４－１ 

丸の内永楽ビルディング２１階 

電 話：０３－５２１８－７２００（大代表） 
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